
項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課長
事務取扱　　磯野　尊治
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継続的な違反指導、巡回パトロー
ル、啓発看板の設置、啓発文書の
送付により違反開発の抑止に努め
ている。また、先進市の視察を参考
に、庁内での連携強化や、警察や
事業者の協力を得るなどの体制の
強化に努めていく。

臨時職員

・市街化調整区域内での違反建築物の建築を防止する
ため。
・違反防止巡回パトロールを行い、口頭や文書による指
導を行う。
・事業者や土地所有者に違反開発防止の啓発文書を送
付する。
・対象分譲地の隣接地に啓発看板を設置する。

Ｂ

期間 1.35 人
非常勤
特別職

H30年度目標

11,455千円

H29年度目標

H29正規職員
人件費

1.35 人
非常勤
特別職

100 70.8

11,576千円
①４４回

②２０回

③７６箇所

　新規有姿分譲に対し、土地所有者へ事
前に啓発文書を送付した。結果、違反開発
の抑制につながったと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

下富の住宅が、長期にわたる違反指導の
結果、建築物が除去され完全是正された。
これをモデルとして是正を促進したい。ま
た、多くの違反開発の中から、その重さや
内容に応じてメリハリをつけて対応してい
きたい。

293千円

H29実績

100

H29その他職員
従事割合

100 61.1

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 321千円

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

都市計画法

指標名

パトロール出動率
違反建築物が完成してしまうと、取り壊すまでが
困難なため、パトロールによる早期発見に努
め、初動対応を迅速に行う。

H28正規職員
人件費

499千円 358千円

①年間巡回パトロール

②違反指導、違反啓発出動回
数

③啓発看板設置及び更新

パトロールを月6回年間７２回程度を目標として
いるが、急な来客等があり、目標に達しない月も
あった。

臨時職員

事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額 目標設定の考え方・根拠

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析
H28その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的

H29年度に改善した点

H28決算額H28予算現額 指標名

一
般

事業の種別

自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

0.00 人

事業の具体的な内容及び目的

平成32年４月改定
(平成31年12月議会への議案提出)

①所沢市街づくり基本方針改定
委員会の開催
②所沢市街づくり基本方針改定
庁内検討会議の開催
③住民基本台帳から無作為抽出
した市民4500人を対象とするアン
ケートの発送

0千円0千円

15,434千円17,263千円

H28年度目標
H28その他職員
従事割合

法定受託＋附加法定受託事務

市民アンケートの集計・分析、将来道路体
系の検討を行い、改定委員会等において
はこれらを踏まえて本市の20年後の将来
都市像を検討する。素案を平成30年度中
に作成する。

H29実績

都市計画法

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績

H29その他職員
従事割合

16,122千円

H29年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

H30年度目標

なし

有識者等による改定委員会や庁内関係部署に
よる検討会議の意見を踏まえ、平成30年度中に
素案を作成し、パブリックコメント等を経て議案と
して確定する。

49,232千円

①21回

②607人＋347人

③

0.00 人臨時職員

A

平成28年度に街づくり協議会を結
成した地区において地区計画の原
案が提出され、都市計画決定に向
けた手続きを進めている。
また、新たな協議会設立の機運が
高まっている地区に対する支援を
行うことができた。

H29年度に改善した点

なし

非常勤
特別職

①各地区で開催した説明会・
勉強会の合計数
②上記説明会等への参加者
数及び権利者等への戸別訪
問の合計数（延べ人数）
③

H28正規職員
人件費

0.00 人

0.00 人
非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

H29年度目標

素案作成に必要な組織
を設置した

素案作成に必要な組織
の設置

H29年度目標

街づくり条例に基づいた協議会結成届団体数（累
計）

地域の特性を生かした市民主体の街づくりは、本市の将来
都市像の実現に寄与する重要な街づくりの骨格となること
から、結成された協議会を適切に支援していくとともに、街
づくりの機運が高まっている団体等に対しても協議会結成
に向けた支援を継続していく。

地権者への情報提供として、事業の取組
み状況をＨＰに掲載した。

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業の
実施もしくは形態規制の制定により解消すること
を指標とする。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事
業等の実施により土地利用が可能になったこと
をもって指標とする。

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区：5地区
・土地利用転換推進エリア：４地区

H29目標値が未達成の理由・分析

H28決算額

H29その他職員
従事割合

0.00 人

９地区

目標設定の考え方・根拠

H28予算現額 指標名 H29年度に改善した点

①1回
②1回
③発送済み

素案作成

「所沢市街づくり基本方針改定業務
委託」の中で基礎調査等を行い、
本市の現況の整理及び評価、論点
整理を行った。「総合都市交通体系
調査業務委託」では本市の交通に
係る現況と計画を踏まえた道路網
の課題等の整理を行った。
こうした検討に必要な情報を収集す
るとともに、改定委員会や庁内検討
会議を設置して素案づくりに必要な
体制を整えた。

・具体的な事業の検討に入るため、事業の
仕組みや市街化区域編入への手順などに
ついて地権者の理解を深める。
・区域区分の変更手続きを滞りなく進めて
いくため、県をはじめ関係機関との協議を
進める。

H28その他職員
従事割合

法定受託＋附加法定受託事務 871千円

都市計画法第18条の2に基づき定めた都市計画に関す
る基本的な方針「所沢市街づくり基本方針」について、
本市の上位計画である第６次所沢市総合計画の策定等
に伴い改定を行う。 1.90 人

1,844千円

H29正規職員
人件費

0.00 人臨時職員

H28正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的 H28実績H28年度目標

・旧暫定逆線引き地区のうち市街
化区域編入を目指す３地区につい
て、地権者の意向を確認しながら
事業を進めていくために、各地区と
も地権者による発起人会を発足す
ることができた。
・土地利用転換推進エリアのうち産
業系土地利用転換を目指す１地区
について、事業実施に向けた説明
会を開催した後に地権者への意向
を確認し、発起人会を発足すること
ができた。

B

H29実績

51,071千円

0地区

H30年度目標

都市計画法

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

一
般

事業の種別

自治事務

0.00 人臨時職員25,285千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の関
連分野について関係機関との協議を継続的に
進める中長期的な取組みが必要である。各年度
の活動は、その時点で必要な協議を着実に進
めることが中心となる。

0地区9地区0.00 人

0千円

H29正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と
自然環境との共生に配慮しながら、定住人口や交流人
口の増加、地域の活性化を図るため、計画的かつ適正
な土地利用の転換をめざす。 2.98 人

非常勤
特別職

3.64 人

９地区

31,213千円

成果

成果指標

H29年度～Ｈ31年度

実施計画ランク

最優先

都市
計画
課

期間

環境
影響

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

実施計画ランク

優先

所沢市街づくり基本
方針改定事業

都市
計画
課

開発
指導
課

実施計画ランク

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

土地利用転換推進
事業

期間

平成２８年度～

違反開発防止事業

平成6年度～

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

街づくり支援事業

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 370千円 270千円 ①街づくり協議会との協議回
数

②協議会への街づくりアドバイ
ザーの派遣回数

③街づくり講座等の開催回数

指標名

所沢市街づくり条例、所沢市街づくりアドバイザー派遣
等に関する要綱

110千円 30千円

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

具体的な内容
・市民への街づくりに関する情報の提供、学習の支援等
・協議会からの要請による街づくりアドバイザーの派遣
・市主催の街づくり講座等の開催
・街づくり講座の講師として街づくりアドバイザーを派遣
・街づくり協定の締結や地区計画の策定の支援
目的
・市民主体の街づくりを推進する。

0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 4 6

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

6

7

目標達成済6

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,603千円 臨時職員 0.00 人
①9

②3

③1

H29年度目標 H29実績 地域の街づくりのルール（都市計画法に基
づく地区計画や街づくり条例に基づく市と
の協定等）を定めるには、区域内の権利者
の合意が必要であることから、ルール化に
よるメリット等をわかりやすく伝えられるよ
う支援していく。

期間 0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ１７年度～ 7,806千円 臨時職員 0.00 人

無

無 無

無

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

無 無
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成果

成果指標

環境
影響

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課長
事務取扱　　磯野　尊治

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課長
事務取扱　　磯野　尊治

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課長
事務取扱　　磯野　尊治

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　畑中　武

平成24年度～ 6,364千円 臨時職員

より良い街づくりを進めるために、
所沢市街づくり条例で定めた施設
整備基準に基づき審査・指導を継
続的に行うように努めている。

盛土の安全率については、目標値
を達成しているが、国の宅地耐震
化推進事業が進捗しない状況か
ら、県や他の自治体の動向を見な
がら対応する。なお、今後も盛土の
状況把握に努めるが、重点箇所等
の抽出を行い効率化する。被災宅
地危険度判定について、市地域防
災計画に明確に位置付け、災害時
の判定活動を体系的に行えるよう
にするなど、宅地防災の観点から
は、一定の成果が得られていると
考える。

目標設定の考え方・根拠

大規模盛土造成地の状況をパトロール等を行うことによ
り大規模盛土造成地の状況を的確に把握し、市民の安
全を図る。

0.75 人

期間 0.75 人
非常勤
特別職

H30年度目標

臨時職員

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

6,431千円

対象箇所を天候等の状況にあわせて目視にて
異常がないかを確認し、市民の安全を図る。

H28実績

被災宅地危険度判定実施要綱の策定に
引き続き、所沢市地域防災計画を修正し、
被災宅地危険度判定を計画の中に明確に
位置付けた。

H28年度目標

造成地の安全率（異常の無い箇所数/総箇所数）

H29年度に改善した点

100

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H29予算現額

Ａ
H29目標値が未達成の理由・分析

100 100
非常勤
特別職

①パトロール実施回数　５回

②異常発見件数　　　　０件

H29年度目標

H29決算額（見込み）

H28その他職員
従事割合

目標達成済

43千円

①年間のパトロール数

②造成地の変動

H29実績

100100

指標名

特になし 147千円 120千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

宅地防災事業

根拠法令

31千円

100

32,156千円 臨時職員
①108件

②109件

③104件

H29年度目標

26,304千円

H30年度目標

事業の具体的な内容及び目的
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

3.75 人
非常勤
特別職開発事業者による開発事業が、条例に定めた基準や手

続きに基づき、適正に実施されているか確認する。
・近隣関係者への事業説明についての報告。
・開発事業者と施設整備の協議を行う。
・施設整備協議終了後、承認通知書を交付する。
・市は、事業の完了時に、承認時における内容が遵守さ
れているか完了検査を実施する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 642千円 211千円
①開発事業申請件数

②承認件数

③完了検査件数
H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

完了検査済証発行率

完了検査済証を発行するには、開発事業を承
認した際に確認した施設整備基準が厳守され、
適合していることを完了検査にて確認できた場
合に発行するため

開発事業に係る紛争調停を行う事案が発
生した時に、スムーズに対応出来るように
『紛争調停マニュアル』の作成に着手し
た。

発行率は98.1％で、かなり高い実績であるが、２
件が検査時に指示した報告をいまだ提出してい
ないため未達成である。

H28年度目標

100 100

100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

紛争調停マニュアルの完成を目指すと共
に、今後多様化する問題に対し対応できる
よう街づくり条例の見直しの検討を行って
いく。

指標名

856千円 496千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

3.10 人
非常勤
特別職

98.1

H29実績

臨時職員

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

所沢市街づくり条例

H30年度目標

51,334千円 臨時職員 100

①73件

②107件

③310件(うち手数料免除4件)

H29実績

職員ひとりひとりの知識・能力を高め、困
難な案件に対しては、複数の職員で対応
する組織を構築していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 100

6.05 人
非常勤
特別職

H28年度目標 H28実績

無秩序な市街化の防止と計画的な市街化の形成を行い、良
質な宅地水準の確保と適正な土地利用を図ることを目的とす
る。①都市計画法第29条に基づく開発許可申請の審査及び
処分を行う。②同法第35条の2に基づく変更の許可申請の審
査及び処分を行う。③同法第36条に基づく工事完了の検査を
行う。④同法第37条に基づく工事完了前の建築制限等の承認
申請の審査及び処分を行う。⑤同法第42条、第43条に基づく
建築許可申請の審査及び処分を行う。⑥同法施行規則第60
条に基づく適合証明申請の審査及び処分を行う。

5.40 人
非常勤
特別職

100 100

46,305千円 臨時職員

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 913千円 589千円
①開発許可申請件数

②建築許可申請件数

③適合証明申請件数

完了検査済証発行率

完了検査済証を発行するには、開発事業を許
可した際に確認した開発事業の基準が厳守さ
れ、適合していることを完了検査にて確認できた
場合に発行するため

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

都市計画法 1,542千円 1,251千円

事業の具体的な内容及び目的

高度で専門的な知識を要する案件に対し
ては、会議を開催し、グループ全体の課題
として対応した。また、専門的な知識習得
のために、庁内外の研修会への参加を促
した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度に改善した点

大規模盛土造成地の状況把握は、今後も
引き続き行うと共に、国等の動向を注視し
ていく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H29目標値が未達成の理由・分析

完了検査済証交付率は100%であるため、目標
達成している。

H29年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠 H29年度に改善した点

Ａ

開発事業申請者に対し、許可基準
を遵守するように指導を徹底してい
る。また、中間検査を適宜実施し、
申請図書と現場施工に齟齬が生じ
ないよう継続的に指導を行ってい
る。特に、擁壁に関しては申請前の
事前協議を繰り返し行っている。

市民意識調査での都市景観や街並みの満足度
①景観市民活動クラブの登録
団体数
②とことこ景観資源の指定件
数
③とことこガーデンの指定件数

1,870千円1,880千円

H29予算現額

法定受託＋附加

根拠法令 H29決算額（見込み）

一
般

11,062千円

H28その他職員
従事割合

法定受託事務自治事務

H29年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

景観市民活動クラブとの意見交換会を実
施した。

定量的な指標を用いることが難しいことから、市
民意識調査の「都市景観や街並みの満足度」を
目標として設定している。

事業の種別

2,091千円所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

1,592千円

この指標は場所の設定がない満足度であり、幅
広い要素が含まれているため、原因の特定は
難しい。

63.866.90.00 人
非常勤
特別職

H30年度目標

臨時職員

とことこガーデンや景観資源の登録
件数は順調に伸びているが、目標
達成への貢献は不明確である。
個々の取組みが「景観」「街並み」と
いった広がりとして認識されるよう
な取組みが必要となっている。1.29 人

他市の取組みを研究するとともに、景観審
議会で議論の場を設け、施策体系を再構
築していく。

H28決算額H28予算現額 指標名

H29年度目標

①9

②196

③139

H29実績0.50 人

1.12 人

63.666.9
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、円滑に活
動できるよう情報の発信、場の提供や代表者会議の開催、補
助金の交付などを行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良好な景観
の形成に資するものを「とことこ景観資源」として指定し、公表
する。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候補」を「とこ
とこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。 66.90.50 人臨時職員9,503千円

H28正規職員
人件費

都市
計画
課

期間

平成16年度～

街づくり条例に関す
る事務（開発事業
分）

都市計画法に基づく
開発許可等に関す
る事務

昭和47年度　～

期間

実施計画ランク

優先

景観まちづくり支援
事業

期間

H23年度～

無 無

無 無

無 無

有 無
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成果

成果指標

環境
影響

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H29)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題
有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

H28決算額H28予算現額 指標名

一
般

事業の種別

自治事務

H29年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

土壌調査業務委託において、土壌の汚染
深度を把握するための絞り込み方法を見
直したことにより、土壌試料分析の検体数
を削減した。

基地北側又は南側を利用し防衛医大に搬送し
ていた緊急車両が、並木通り1号線と並木通り2
号線の結節点間である東西連絡道路を利用し
て防衛医大に搬送する際に要する時間。

当事業は、市の単独事業ではなく、国及び
米軍と3者で展開していくことから、引き続
き3者で情報共有及び連絡調整を図ってい
く。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

東西連絡道路の供用開始により達成されるた
め。

事業の具体的な内容及び目的

緊急車両の移動時間短縮

①基地内洞道築造工事

②土壌調査業務委託（未返還
地）

③基地内施設建替工事

34,021千円80,084千円

252,853千円582,819千円

法定受託＋附加法定受託事務

H29決算額（見込み）H29予算現額根拠法令

H29目標値が未達成の理由・分析H28実績H28年度目標
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H30年度目標0.00 人
非常勤
特別職

228秒

H29実績14,492千円

1.17 人

　東西連絡道路用地返還については、国との協議によ
り、返還条件である基地内にある各施設等の移設・設置
のうち、倉庫、防火水槽、施設出入口、基地運営用道
路、道路境界柵等の施設の移設等について、本市が負
担することになっていることから、東西連絡道路敷設工
事及び各施設の設置工事等を行うものである。

1.69 人

52秒
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

52秒9,927千円

①工事進捗状況：95%

②調査進捗状況：100%

③基地内既存倉庫解体完了
 　基地内施設新設工事着工

0.00 人

0.00 人

臨時職員

道路法・道路構造令・所沢市道路の構造の技術的基準
を定める条例

企画
総務
課

H29年度目標

臨時職員

実施計画ランク

最優先

東西連絡道路整備
事業

期間

H26年度～H31年度

東西連絡道路の供用開始は、平成
31年度を目途に各事業を展開して
いるため、東西連絡道路の供用開
始されていない現時点においては
目標値の達成には至っていない。
しかしながら、工程に基づいた各事
業の進捗状況は、概ね順調に進ん
でいる。
引き続き、目標年次に供用開始が
なされるよう努めていく。

228秒52秒0.00 人
非常勤
特別職

無 有


